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特定非営利活動法人 Ｔｅａｃｈ Ｆｏｒ Ｊａｐａｎ  

 

１ 事業の成果 

 本年度は、教員の職業紹介事業（通称フェローシップ・プログラム）を実施いたしました。実績につ

いては、下記の通りとなっております。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【 120,957 】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

教員に関する
職業紹介事業 

選抜・育成され
た教師を志す
人を、学校の教
員として学校
現場に送り出
す事業 

1月 1日から 

12月 31日まで 

東京都、埼玉県 

千葉県、栃木県 

神奈川県 

茨城県、石川県 

大阪府、滋賀県 

奈良県、広島県 

山口県、徳島県 

福岡県、佐賀県 

長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県 

鹿児島県 

愛媛県 

104名 
小学生～

高校生 

10,367
名 120,957 

教員派遣事業 本年度は実施
していません       

学習支援事業 本年度は実施
していません       

 

令和 ６ 年度 事 業 報 告 書 



書式第１３号（法第２８条関係）

令和６年度　活動計算書（その他事業がない場合）
認定特定非営利活動法人Teach For Japan

（単位：円）
科目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益

１　受取寄附金 79,822,691

受取寄附金 79,822,691

２　受取助成金等 17,142,630

受取民間助成金 16,986,630

受取補助金 156,000

３　事業収益 19,804,455

事業収益 19,804,455

４　その他の収益 254,696

受取利息 31,552

雑収入 223,144

経　常　収　益　計 117,024,472

【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費

（１）人件費 51,068,740

給料手当 44,746,924

法定福利費 6,321,816

福利厚生費 0

（２）その他経費 57,691,049

荷造運賃 113,167

広告宣伝費 28,020,553

会議費 47,702

会場費 5,195,112

旅費交通費 4,261,014

通信費 1,776,102

消耗品費 1,156,067

事務用品費 16,882

水道光熱費 46,387

新聞図書費 615,218

印刷・製本費 243,796

諸会費 169,518

支払手数料 1,826,516

支払リース料 120,120

地代家賃 1,361,498

支払保険料 41,983

租税公課 25,000

支払報酬料 10,178,352

減価償却費 2,398,000

支払利息 78,062

雑費 0

事業費計 108,759,789

２　管理費

（１）人件費 5,194,267

給料手当 3,795,758

法定福利費 1,160,538

福利厚生費 237,971

（２）その他経費 7,003,340

荷造運賃 111,215

会議費 21,228

会場費 214,536

旅費交通費 2,674,811

通信費 1,056,310

消耗品費 745

事務用品費 55,909

水道光熱費 14,870

新聞図書費 1,900

印刷・製本費 29,329

諸会費 214,335

支払手数料 301,551

支払リース料 51,480

地代家賃 558,040

賃借料 0

租税公課 944,429

支払保険料 11,570

支払報酬料 741,082

雑費 0

管理費計 12,197,607

経　常　費　用　計 120,957,396

当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① △ 3,932,924

【Ｃ】　経　常　外　収　益

0

経　常　外　収　益　計 0

【Ｄ】　経　常　外　費　用

0

経　常　外　費　用　計 0

当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0

税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ △ 3,932,924

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 84,900

前期繰越正味財産額　・・・⑤ 94,106,929

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 90,089,105

事 業 報 告 用



書式第１５号（法第２８条関係）

令和６年度　貸借対照表
認定特定非営利活動法人Teach For Japan

（単位：円）
科目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産 88,192,831

88,192,831

現金預金 76,076,558

未収金 11,012,100

未収入金 9,756

前払費用 1,094,417

流動資産合計　・・・① 88,192,831

２　固定資産 17,043,638

（１）無形固定資産 7,194,000

ソフトウェア 7,194,000

（２）投資その他の資産 9,849,638

World Learn & Play Summit事業特定資産 8,000,000

敷金 80,000

長期前払費用 1,769,638

固定資産合計　・・・② 17,043,638

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 105,236,469

【Ｂ－１】　負　債　の　部

１　事業費流動負債 8,547,364

8,547,364

未払金 7,225,050

預り金 336,014

前受金 0

未払法人税等 84,900

未払消費税等 901,400

流動負債合計　・・・③ 8,547,364

2 固定負債 6,600,000

6,600,000

長期借入金 6,600,000

固定負債合計　・・・③ 6,600,000

負　債　合　計　③ 15,147,364

【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 94,106,929

当期正味財産増減額 △ 4,017,824

正　味　財　産　合　計 90,089,105

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 105,236,469

事業報告用



書式第１７号（法第２８条関係）

令和６年度　財産目録
認定特定非営利活動法人Teach For Japan

         （単位：円）
科目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産

88,192,831

現金預金 76,076,558

普通預金 新生銀行／本店 64,262,931

普通預金 みずほ銀行／渋谷中央支店 6,441,002

普通預金 三井住友銀行／丸の内支店 1,495,795

普通預金 三菱UFJ銀行／京橋支店 3,782,353

普通預金 ゆうちょ銀行 90,866

普通預金 GMOあおぞらネット銀行 3,611

未収金 11,012,100

受託事業 11,012,100

未収入金 9,756

経費過払分等 9,756

前払費用 1,094,417

その他諸経費 1,094,417

流動資産合計　・・・① 88,192,831

２　固定資産

（１）無形固定資産 7,194,000

ソフトウェア

CRMシステム 7,194,000

（２）投資その他の資産 9,849,638

World Learn & Play Summit事業特定資産 8,000,000

敷金

タイムズ24 80,000

長期前払費用

42Tokyo パートナープラン利用料 1,588,889

RJオフィス 保証料 180,749

固定資産合計　・・・② 17,043,638

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 105,236,469

【Ｂ－１】　負　債　の　部

１　事業費流動負債

未払金 7,225,050

経費未払金　従業員立替 145,802

経費未払金　その他諸経費 7,079,248

預り金 336,014

源泉所得税 181,609

住民税 106,500

雇用保険料 47,905

未払法人税等 84,900

令和6年12月期確定申告分 84,900

未払消費税等 901,400

令和6年12月期確定申告分 901,400

流動負債合計　・・・③ 8,547,364

２　固定固定負債

長期借入金 6,600,000

新型コロナウイルス感染症特別貸付 6,600,000

固定負債合計　・・・③ 6,600,000

【Ｂ－１】負　債　合　計　③ 15,147,364

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 90,089,105

事業報告用



書式第１６号（法第２８条関係）

認定特定非営利活動法人Teach For Japan

１． 重要な会計方針

　　 　財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　NPO法人会計基準協議会）

　によっています。

(1)　固定資産の減価償却の方法

　固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

但し、取得価額が20万円未満の資産については、法人税法に規定する一括償却の方法により償却しています。

(2)　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込経理方式によっています。

２． 事業別損益の状況

（単位：円）

教員に関する 職業紹介事業 (NextTeacher Program事業) 学習支援事業
子どもの学びと
居場所作り事業

Ⅰ　経常収益

受取寄附金 79,822,691 79,822,691 0 79,822,691

受取助成金等 17,142,630 17,142,630 0 17,142,630

事業収益 19,804,455 19,804,455 0 19,804,455

その他収益 223,144 223,144 31,552 254,696

経常収益計 116,992,920 0 0 116,992,920 31,552 117,024,472

Ⅱ　経常費用

　(1)人件費

給料手当 44,746,924 44,746,924 3,795,758 48,542,682

法定福利費 6,321,816 6,321,816 1,160,538 7,482,354

福利厚生費 0 0 237,971 237,971

人件費計 51,068,740 0 0 51,068,740 5,194,267 56,263,007

　(2)その他経費

荷造運賃 113,167 113,167 111,215 224,382

広告宣伝費 28,020,553 28,020,553 0 28,020,553

会議費 47,702 47,702 21,228 68,930

会場費 5,195,112 5,195,112 214,536 5,409,648

旅費交通費 4,261,014 4,261,014 2,674,811 6,935,825

通信費 1,776,102 1,776,102 1,056,310 2,832,412

消耗品費 1,156,067 1,156,067 745 1,156,812

事務用品費 16,882 16,882 55,909 72,791

水道光熱費 46,387 46,387 14,870 61,257

新聞図書費 615,218 615,218 1,900 617,118

印刷・製本費 243,796 243,796 29,329 273,125

諸会費 169,518 169,518 214,335 383,853

支払手数料 1,826,516 1,826,516 301,551 2,128,067

支払リース料 120,120 120,120 51,480 171,600

地代家賃 1,361,498 1,361,498 558,040 1,919,538

支払保険料 41,983 41,983 11,570 53,553

租税公課 25,000 25,000 944,429 969,429

支払報酬料 10,178,352 10,178,352 741,082 10,919,434

減価償却費 2,398,000 2,398,000 0 2,398,000

支払利息 78,062 78,062 0 78,062

雑費 0 0 0 0

その他経費計 57,691,049 0 0 57,691,049 7,003,340 64,694,389

　経常費用計 108,759,789 0 0 108,759,789 12,197,607 120,957,396

当期経常増減額 8,233,131 0 0 8,233,131 △ 12,166,055 △ 3,932,924

 1．

 2．

 3．

 4．

令和６年度　　計算書類の注記

科目

特定非営利活動に係る事業

管理部門 合計

教育支援事業

事業部門計

事業報告用



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は80,947,414円です。

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 8,000,000 8,000,000 0

0 8,986,630 8,986,630 0

0 16,986,630 16,986,630 0

５． 固定資産の増減内訳

（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
無形固定資産

ソフトウェア 11,990,000 0 0 11,990,000 4,796,000 7,194,000

11,990,000 0 0 11,990,000 4,796,000 7,194,000

６． 借入金の増減内訳

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
長期借入金

日本政策金融公庫 7,800,000 0 1,200,000 6,600,000

7,800,000 0 1,200,000 6,600,000

科目

合計

科目

合計

内容 備考
実際の助成金入金額と当期増加額の差額
は、前受助成金として貸借対照表に計上し
ています。

(公財)デロイトトーマツウェルビーイング財団

バークレイズ証券㈱

合計



書式第１８号（法第２８条関係）

事業報告用

令和６年度年間役員名簿 （前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿）

特定非営利活動法人Ｔｅａｃｈ Ｆｏｒ Ｊａｐａｎ     

１ 確認事項（法第２０条及び第２１条を確認の上、チェックを入れてください。）

☑以下の役員には、欠格事由者が含まれません。（法第２０条関係）

☑各役員について、親族の規定に違反していません。（法第２１条関係）

２ 役員一覧

役名
どちらかに○

（フリガナ） 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
（該当者のみに記入）氏名

1 理事

ナカハラ タケアキ 令和6年 1月 1日

～

令和6年 12月 31日

年 月 日

～

年 月 日中原 健聡

2 理事

マツダ ユウスケ 令和6年 1月 1日

～

令和6年 12月 31日

年 月 日

～

年 月 日松田 悠介

3 理事

サクライ カズマサ 令和6年 1月 1日

～

令和6年 12月 31日

年 月 日

～

年 月 日櫻井 一正

4 理事

タナカ マキコ 令和6年 1月 1日

～

令和6年 12月 31日

年 月 日

～

年 月 日田中 滿公子

5 理事
カワシマ ケンジ 令和6年 1月 1日

～

令和6年 12月 31日

年 月 日

～

年 月 日川島 健資

6 監事
サイトウ コウイチ 令和6年 1月 1日

～

令和6年 12月 31日

年 月 日

～

年 月 日齋藤 宏一

7 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

8 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

9 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日

10 理事・監事

年 月 日

～

年 月 日

年 月 日

～

年 月 日



書式第４号（法第１０条・第２８条関係）

社員名簿（社員のうち１０人以上の者の名簿）

特定非営利活動法人 Ｔｅａｃｈ Ｆｏｒ Ｊａｐａｎ

氏 名

１ 御子柴 高視

２ 熊平 美香

３ 阿久津 純一

４ 齋藤 宏一

５ 今村 裕輔

６ 岡本 梓

７ 松田 悠介

８ 中原 健聡

９ 不破 真理子

10 池田 由紀

11 風間 亮

12 小林 湧

設立・事業報告用

http://www.tcpdf.org



